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 令和８年余市町議会第２回臨時会会議録（第１号） 

 

開 会  午前１０時００分 

閉 会  午前１１時５９分 

 

                                                 

 

 〇招 集 年 月 日              

  令和８年４月２２日（水曜日）       

 

 〇招 集 の 場 所              

  余市町議事堂               

 

 〇開     会              

  令和８年４月２２日（水曜日）午前１０時 

 

 〇出 席 議 員  （１５名）       

  余市町議会議長  ７番 藤 野 博 三 

  余市町議会副議長  ３番 岸 本 好 且 

  余市町議会議員  １番 山 本 正 行 

      〃      ２番 尾 森 加奈恵 

      〃      ４番 佐 藤 剛 司 

      〃      ５番 内 海 冨美子 

      〃      ６番 庄   巖 龍 

      〃      ８番 川内谷 幸 恵 

      〃      ９番 土 屋 美奈子 

      〃     １１番 茅 根 英 昭 

      〃     １２番 中 井 寿 夫 

      〃     １３番 ジャストミートあたる 

      〃     １４番 大 物   翔 

      〃     １５番 白 川 栄美子 

      〃     １６番 寺 田   進 

 

 〇欠 席 議 員  （０名）        

 

 〇出 席 者              

  余 市 町 長  齊 藤 啓 輔 

  副    町    長  渡 邊 郁 尚 

  総 務 部 長  髙 田 幸 樹 

  総 務 課 長  荒 井 拓之介 

  財 政 課 長  後 藤 将 人 

  税 務 課 長  照 井 芳 明 

  民 生 部 長  成 田 文 明 

  福 祉 課 長  枝 村   潤 

  子育て・健康推進課長  新 木 徹 也 

  保 険 課 長  住 吉 孝 之 

  環 境 対 策 課 長  佐々木 大 介 

  総 合 政 策 部 長  橋 端 良 平 

  政 策 推 進 課 長  金 田 直 也 

  農 林 水 産 課 長  北 島 貴 光 

  商 工 観 光 課 長  鈴 木 貴 之 

  建 設 水 道 部 長  紺 谷 友 之 

  建 設 課 長  井 上 健 男 

  まちづくり計画課長  二 木 二 郎 

  水道課長（併）下水道課長  山 岸   睦 

  会計管理者（併）会計課長  小 黒 雅 文 

  農業委員会事務局長  佐々木 孝 太 

  教 育 委 員 会 教 育 長  髙 橋 伸 明 

  教 育 部 長  大 森 直 也 

  学 校 教 育 課 長  本 間 憲 明 

  社 会 教 育 課 長  松 尾 智 幸 
 
  選挙管理委員会事務局長 
               小 林   武 
  （併）監査委員事務局長 
 

 

 〇事務局職員出席者             
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  事 務 局 長  羽 生 満 広 

  議 事 係 長  中 山 達 郎 

  書         記  山 内 千 洋 

 

 〇議 事 日 程             

  第 １ 会議録署名議員の指名       

  第 ２ 会期の決定            

      議長の諸般報告          

  第 ３ 議案第 １号 余市町行政手続条例 

      の一部を改正する条例案      

  第 ４ 議案第 ２号 余市町行政手続にお 

      ける特定の個人を識別するための番 

      号の利用等に関する法律に基づく個 

      人番号の利用及び特定個人情報の提 

      供に関する条例の一部を改正する条 

      例案               

  第 ５ 議案第 ３号 余市町税条例の一部 

      を改正する条例案         

  第 ６ 議案第 ４号 余市町都市計画税条 

      例の一部を改正する条例の一部を改 

      正する条例案           

  第 ７ 議案第 ５号 余市町税外諸収入金 

      の徴収に関する条例の一部を改正す 

      る条例案             

  第 ８ 議案第 ６号 余市町固定資産評価 

      員の選任につき同意を求めることに 

      ついて              

                              

開 会 午前１０時００分 

〇議長（藤野博三君） ただいまから令和８年余

市町議会第２回臨時会を開会いたします。 

 ただいまの出席議員は15名です。 

 よって、定足数に達しましたので、会議は成立

いたしました。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 今期臨時会に提出されました案件は、議案６件、

他に議長の諸般報告です。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第119条の規定によ

り、議席番号６番、庄議員、議席番号８番、川内

谷議員、議席番号９番、土屋議員、以上のとおり

指名いたします。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

 この際、議会運営委員会の委員長からの報告を

求めます。 

〇11番（茅根英昭君） 令和８年余市町議会第２

回臨時会開催に当たり、昨日午前10時より委員会

室におきまして議会運営委員会が開催されました

ので、その審議経過並びに結果につきまして私か

らご報告申し上げます。 

 委員７名の出席の下、さらに説明員として渡邊

副町長、髙田総務部長、荒井総務課長の出席があ

りましたことをご報告申し上げます。 

 今期臨時会に提出されました案件は、議案６件、

他に議長の諸般報告でございます。 

 会期につきましては、本日１日と決定いたしま

したことをご報告申し上げます。 

 なお、日程の割り振りにつきましては、議員各

位のお手元に日程表が配付されておりますので、

省略させていただきます。 

 さらに、内容につきましてご報告申し上げます。 

 日程第３、議案第１号 余市町行政手続条例の

一部を改正する条例案につきましては、即決にて

ご審議いただくことに決しました。 

 日程第４、議案第２号 余市町行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情

報の提供に関する条例の一部を改正する条例案に

つきましては、即決にてご審議いただくことに決

しました。 
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 日程第５、議案第３号 余市町税条例の一部を

改正する条例案、日程第６、議案第４号 余市町

都市計画税条例の一部を改正する条例の一部を改

正する条例案、以上２件につきましては、それぞ

れ関連がありますので、一括上程の上、即決にて

ご審議いただくことに決しました。 

 日程第７、議案第５号 余市町税外諸収入金の

徴収に関する条例の一部を改正する条例案につき

ましては、即決にてご審議いただくことに決しま

した。 

 日程第８、議案第６号 余市町固定資産評価員

の選任につき同意を求めることについてにつきま

しては、即決にてご審議いただくことに決しまし

た。 

 以上を申し上げまして、議会運営委員会の報告

といたします。 

〇議長（藤野博三君） ただいま委員長から報告

のとおり、今期臨時会の会期は本日１日といたし

たいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、今期臨時会の会期は本日１日と決定い

たしました。 

 今期臨時会は、地方自治法第121条第１項の規定

により説明員として通知のありました者はお手元

に配付のとおりでありますので、ご了承願います。 

 次に、傍聴人の定員について申し上げます。 

 傍聴規則第３条の規定により、傍聴人は報道関

係者と他に一般傍聴者38名となっておりますこと

をご報告申し上げます。 

                              

〇議長（藤野博三君） 次に、諸般の報告をいた

します。 

 地方自治法第235条の２第３項の規定によりま

す例月出納検査の結果報告が監査委員からありま

したので、その写しを配付しておりますので、ご

了承願います。 

 以上で諸般報告を終わります。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第３、議案第１号 余

市町行政手続条例の一部を改正する条例案を議題

といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〇総務課長（荒井拓之介君） ただいま上程され

ました議案第１号 余市町行政手続条例の一部を

改正する条例案につきまして、その提案理由をご

説明申し上げます。 

 このたびの一部改正につきましては、令和５年

法律第63号として改正された行政手続法が令和８

年５月21日より施行されることとなり、国におけ

る同法に基づく公示送達の手続についてはインタ

ーネットを利用する方法により閲覧できる状態に

するとともに、掲示場への掲示または事務所に設

置した電子計算機の映像面に表示したものを閲覧

することができる状態にする方法により実施され

ることとなるため、本町行政手続条例に基づく公

示送達においても同様の手法が取れるよう一部改

正をするものでございます。 

 以下、議案を朗読し、ご説明いたします。 

 議案第１号 余市町行政手続条例の一部を改正

する条例案。 

 余市町行政手続条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開き願います。余市町行政手続

条例の一部を改正する条例。 

 余市町行政手続条例（平成９年余市町条例第

19号）の一部を次のように改正する。 

 第15条第３項を次のように改める。 

 ３ 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき

者の所在が判明しない場合においては、第１項の

規定による通知を、公示の方法によって行うこと

ができる。 

 第15条に次の１項を加える。 
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 ４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処

分の名宛人となるべき者の氏名、第１項第３号及

び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各

号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者

に交付する旨（以下この項において「公示事項」

という。）を規則で定める方法により不特定多数

の者が閲覧することができる状態に置くととも

に、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事

務所の掲示場に掲示し、又は公示事項を当該事務

所に設置した電子計算機の映像面に表示したもの

の閲覧をすることができる状態に置く措置をとる

ことによって行うものとする。この場合において

は、当該措置を開始した日から２週間を経過した

ときに、当該通知がその者に到達したものとみな

す。 

 第16条第１項中「第３項」を「第４項」に改め

る。 

 第22条第３項中「第３項」の次に「及び第４項」

を加え、「「掲示を始めた日から２週間を経過し

たとき」とあるのは「掲示を始めた日から２週間

を経過したとき」を「同項中「とき」とあるのは

「とき」に、「、掲示を始めた」を「、当該措置

を開始した」に改める。 

 第29条中「第15条第３項及び」の次に「第４項

並びに」を加え、「「同項第３号」を「同条第４

項中「第１項第３号」に、「同条第３号」を「第

28条第３号」に、「同条第３項」を「同条第４項」

に、「第15条第３項後段」を「第15条第４項後段」

に改める。 

 附則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、令和８年５月21日から施行す

る。 

 （経過措置） 

 ２ この条例による改正後の第15条第３項及び

第４項（これらの規定を改正後の第22条第３項及

び第29条において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定は、この条例の施行の日以後にする

通知について適用し、同日前にした通知について

は、なお従前の例による。 

 以上、議案第１号につきまして提案理由をご説

明申し上げましたので、よろしくご審議の上、ご

決定を賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 

 なお、参考資料として条例の新旧対照表を添付

してございますので、ご高覧賜りますようお願い

申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 提案理由の説明が終わり

ました。 

 これより質疑を行います。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 質問させて

いただきます。 

 今回の余市町行政手続条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定、これ読ませていただきまし

たが、これ通知方法を簡略化とデジタル対応にし

たのかなというふうに私は取るのですけれども、

これに関して合っているかどうかちょっとお聞き

したいと思います。 

 それと、文中の４項の中盤に「当該行政庁の事

務所の掲示場に掲示し、又は」とあります。また

はと文中にありますが、これは掲示場とプラス電

子計算機とはなるのでしょうか。これが２つ目の

質問です。 

 15条の第１項に、ここには書いていませんが、

聴聞を行う前に行政は必ず事前通知をしなければ

ならないと。どんな処分か、根拠となる法令、そ

してその理由、事実関係です。それと、聴聞の日

時と場所、反論の場所、それと担当部署の情報、

窓口になります。これ書面で交付することになっ

ておるようですが、これ交付が届かなかった場合

の文言だと思われますが、過去どのような事例が

余市町においてあったかちょっとお示しいただき

たい。これが３つ目。 

 ４つ目が交付が届かない状態というのはどのよ
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うな場合を想定されているかということと、あと

電子計算機の映像面とありますが、どのような状

態のことをいうのか。先ほどインターネットで閲

覧できるとありましたが、庁舎内の端末、最先端

というか、古平の役場内では大きいモニターがあ

るわけです。タッチできて、それで自分で検索で

きるようになるのですか。そういった端末を想定

しているのか、それともＰＣのようなマウスとキ

ーボードで触るようなものを想定しているのか。 

 以上の点が質問点でございます。よろしくお願

いします。 

〇総務課長（荒井拓之介君） 13番、ジャストミ

ートあたる議員の質問に答弁させていただきま

す。 

 まず、簡略化してデジタルに対応したものかと

いうことの確認ということで、こちらもともとは

掲示板に掲示していたものをインターネットを利

用してできるようにするのと、もともと掲示板を

使用していたので、それをそのまま使うかパソコ

ン、端末を置いて掲示板と同じ内容を見れるよう

にするかという二者択一ができるようにするもの

でございます。インターネットによる閲覧ができ

るようにするのとともに、掲示板で見るか端末を

窓口なりに置いて見るかということになります。 

 次に、またはの意味ですが、今回答したとおり、

またはということで、役場の前の掲示板に掲示す

るか役場の中に端末を置いて同じ情報を見れるよ

うにするかという形になります。 

 あと、過去に不利益処分の聴聞手続があったか

どうかということの確認だったのですけれども、

過去には不利益処分に対する聴聞手続で公示送達

を行った事例はございません。 

 それと、映像をどのような場面で想定するかと

いうことなのですけれども、先ほどもおっしゃっ

たとおり、役場の中にパソコンを置いて公示送達

の掲示しているものと同じものを見れるようにす

る措置を取るかもともと使っている掲示板をその

まま使うかという形になるかと思うのですけれど

も、今取扱いとしては掲示板を使うかＰＣを使う

かというのは今後ちょっと検討させて、どちらを

取るかというのは検討させていただきますので、

ご理解賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 

 答弁漏れがありましたら申し訳ございません。 

（「議事進行」の声あり） 

〇13番（ジャストミートあたる君） 答弁漏れあ

りました。交付が届かない状態はどのような場合

を想定しているかというところが抜けているよう

な気がします。 

〇総務課長（荒井拓之介君） 13番、ジャストミ

ートあたる議員の質問に答弁させていただきま

す。 

 対象者の所在が分からない、郵便物が届かない

といった場合を想定しておりますので、ご理解賜

りますようよろしくお願いいたします。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 再質問いき

ます。 

 先ほど掲示場、掲示板か電子計算機、インター

ネットでつなげているかどうか、これ例えばさっ

き聞くとどっちかに選択するように聞こえたので

すが、これ同時に２つ、例えば掲示板に貼りつつ、

インターネット上、言わば電算機で見られるよう

にするのか、これ２つやったほうがいいのではな

いですか。何か今聞いた感じだとどっちか一つに

絞らなければいけないみたいな感じだったのです

けれども、これもう一回質問したいと思います。

これ、またはでなく及びで公示事項をお示しにな

ったほうがいいのではないかなと思います。 

 それと、交付が届かなかった場合は過去どのよ

うな事例があったかの質問に対してなかったとい

うのですが、この間のクリーンセンターの件は、

これ当てはまるのではないですか。クリーンセン

ターの畑、耕していた件、これ当てはまると思わ

れるのですが、これは違うのでしょうか。 
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 あと、電算機の映像で端末を置くとありました

が、これ自分で検索する形なのか、オートでぐる

ぐる回っていく形なのか、この３つ再質問です。

よろしくお願いします。 

〇総務課長（荒井拓之介君） 13番、ジャストミ

ートあたる議員の再度の質問に答弁させていただ

きます。 

 公示送達の方法なのですけれども、インターネ

ットでどこからでも見れるようにするのがまず１

点、家からでも見れるようにするのがまず１点。

もう一つの方法としては掲示板または役場の中に

端末を置いてという説明をさせていただきました

が、この扱いに関しては基本的には行政手続法の

規定と合わせる形でまたはを使わせていただいて

おりますので、ご理解賜りますようよろしくお願

い申し上げます。 

 あと、次の質問なのですけれども、クリーンセ

ンターの件というのはちょっと私のほうでよく分

からないのですけれども、基本的に行政手続条例

に基づく公示送達というのは不利益処分、役場が

行った不利益処分に対する公示送達になりますの

で、そのおっしゃっている件が不利益処分に該当

するのかちょっと私のほうでは判断できないとこ

ろですので、ご理解願います。 

 もう一点、自分で検索するのかということなの

ですけれども、これに関しては今後国だとか北海

道とかも同じようにやっていくことになると思い

ますので、そういったところの手法を取り入れな

がら、今後どういうふうにやっていくのか検討さ

せていただきたいと思っておりますので、ご理解

願いますようよろしくお願い申し上げます。 

（「議事進行」の声あり） 

〇13番（ジャストミートあたる君） 私の質問は、

掲示場に貼られて、かつ電子計算機、この２つは

併用はあるのかという質問だったのですけれど

も、ちょっと答弁からはそれ酌み取ることできま

せんでしたので、併用したほうがいいのではない

かということで、どっちかを選ぶのではなく併用

という形はないのかということの質問です。 

〇総務課長（荒井拓之介君） 13番、ジャストミ

ートあたる議員の質問に答弁させていただきま

す。 

 またはですので、併用ということは考えており

ません。どちらか。基本的には恐らく今までやっ

てきた掲示板に掲示する方法を選択すると思いま

すので、ご理解願いますようよろしくお願い申し

上げます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 今クリーン

センターの件分からないとおっしゃられたのです

けれども、不利益処分について今お言葉あったの

ですけれども、では不利益処分は何のことをいう

のですか。クリーンセンターの件も、これ不利益

処分の一つに入ると思われますが、そこのところ

ご説明いただきたい。不利益処分についてどうい

うことかと、これ掲示板と電算機でどちらかを選

ぶと今おっしゃられましたけれども、掲示場に貼

ることをやめて電子計算機、言わばインターネッ

トで見れる状態にするには、余市のホームページ

見ても探したいものがなかなかたどり着けなかっ

たりするので、どこら辺に掲示するのか。例えば

トップページに貼るのか、それとも階層でいった

ら３階層、４階層入っていくのか。分かりやすい

ところやらないと、届かなかった。だから、イン

ターネットで公示した。２週間見てそれを届いた

とみなすというのはちょっと私的には乱暴なこと

のように思われます。だから、私はやっぱり併用

というのがいいと思いますが、どっちか取るとい

って掲示場、今までどおりやるのだったらそれで

いいのかもしれませんが、電算機のみになった場

合、そういった届かないからインターネットに出

した、イコールそれでオーケーとなると、憲法に

もありますように、正式な手続においてそういっ

たことを行わなければならないという憲法上にも

あります。これに関してみなしで終わるのはどう
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お考えなのか、最後にこれにお答えください。 

〇総務課長（荒井拓之介君） 13番、ジャストミ

ートあたる議員の再度の質問に答弁させていただ

きます。 

 不利益処分の定義なのですけれども、不利益処

分というのは特定の人に義務を課したり権利を制

限する処分というふうに定義されております。 

 次に、トップページで見れるようにするべきで

はないかというお話だったのですけれども、これ

に関しても先ほども申し上げましたが、行政手続

条例に基づく不利益処分による聴聞をした後の公

示送達、今までしたことがございません。今後も

想定されるような案件があまり考えにくいことか

ら、あまりトップページに載せるというふうには

今のところは考えてございませんが、その辺も国

だとか北海道だとかのやり方を見ながら、今後検

討させていただきたいと思っておりますので、ご

理解賜りますようよろしくお願いします。 

〇議長（藤野博三君） 他に質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 では、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。本案につきましては、会議

規則第38条第３項の規定により委員会の付託を省

略いたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１号については委員会の付託を

省略することに決しました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第１号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することにご異議あり

ませんか。 

（「異議あり」の声あり） 

 異議がありますので、これより起立により採決

いたします。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の議員

の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第１号 余市町行政手続条例の一

部を改正する条例案は、原案のとおり可決されま

した。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第４、議案第２号 余

市町行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例案を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〇福祉課長（枝村 潤君） ただいま上程されま

した議案第２号 余市町行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例案につきまし

て、提案理由をご説明申し上げます。 

 このたびの一部改正につきましては、ガバメン

トクラウド導入によるシステムの標準化に伴い、

標準準拠機能として搭載される住登外者宛名番号

を付番管理する住登外者宛名番号管理機能を利用

するに当たり、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第９条第

２項の規定により、所要の改正をいたすものでご

ざいます。 

 なお、住登外者とご説明させていただいており

ますが、住登外者とは本町に住民登録がない場合

でも行政運営上、その方の情報の管理が必要な方

を示しているものでございます。 

 以下、議案を朗読し、ご説明申し上げます。 

 議案第２号 余市町行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に
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関する条例の一部を改正する条例案。 

 余市町行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開き願います。余市町行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例。 

 余市町行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

（平成27年余市町条例第35号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条中第４項を第５項とし、第３項の次に次

の１項を加える。 

 ４ 町長又は教育委員会は、法別表の各項の下

欄に掲げる事務（法第９条第１項に規定する準法

定事務を含む。）を処理するために必要な限度で、

住登外者宛名番号管理機能（町の事務を処理する

ために利用する情報システムの機能であって住登

外者（町の住民基本台帳に記録されていない者を

いう。以下同じ。）を特定する固有の番号を付番

し、管理するものをいう。以下同じ。）による住

登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外

者宛名情報」という。）であって自らが保有する

ものを利用することができる。 

 別表第１中７の項を８の項とし、６の項を７の

項とし、５の項の次に次の１項を加える。 

 ６ 町長、住登外者宛名番号管理機能による住

登外者の情報の管理に関する事務であって規則で

定めるもの 

 別表第１に次のように加える。 

 ９ 教育委員会、住登外者宛名番号管理機能に

よる住登外者の情報の管理に関する事務であって

規則で定めるもの 

 別表第２中「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号）による自立支援給付の支給又は地域生活支

援事業の実施に関する情報であって規則で定める

もの、住民票関係情報であって規則で定めるもの、

地方税関係情報であって規則で定めるもの、医療

保険給付関係情報であって規則で定めるもの、住

民票関係情報であって規則で定めるもの、地方税

関係情報であって規則で定めるもの、医療保険給

付関係情報であって規則で定めるもの、児童手当

法（昭和46年法律第73号）による児童手当の支給

に関する情報であって規則で定めるもの」を「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成17年法律第123号）による自立支

援給付の支給又は地域生活支援事業の実施に関す

る情報であって規則で定めるもの、住登外者宛名

情報であって規則で定めるもの、住民票関係情報

であって規則で定めるもの、地方税関係情報であ

って規則で定めるもの、医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの、住登外者宛名情報であ

って規則で定めるもの、住民票関係情報であって

規則で定めるもの、地方税関係情報であって規則

で定めるもの、医療保険給付関係情報であって規

則で定めるもの、児童手当法（昭和46年法律第

73号）による児童手当の支給に関する情報であっ

て規則で定めるもの、住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの」に改める。 

 別表第２に次のように加える。 

 ６ 町長、住登外者宛名番号管理機能による住

登外者の情報の管理に関する事務であって規則で

定めるもの、地方税関係情報であって規則で定め

るもの 

 別表第３に次のように加える。 

 ４ 教育委員会、住登外者宛名番号管理機能に

よる住登外者の情報の管理に関する事務であって

規則で定めるもの、町長、住登外者宛名情報であ
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って規則で定めるもの 

 附則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 以上、議案第２号について提案理由をご説明申

し上げましたので、よろしくご審議、ご決定賜り

ますようお願い申し上げます。 

 なお、参考資料として条例の新旧対照表を添付

してございますので、ご高覧賜りますようお願い

申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 提案理由の説明が終わり

ました。 

 これより質疑を行います。 

〇６番（庄 巖龍君） この法令につきましては

私もちょっと興味があった、あったと言うのもち

ょっと失礼ですね。これ国のほうの法令のほうを

今国会で通過したと思うのです。簡単に言うと我

が国におけるところの最高法規である憲法という

のがありまして、憲法があればその中で法律が制

定をされる、国会で法律が制定をされると。それ

に準じて当該自治体、すなわち余市町を指す、そ

れに準じた形で法律に沿って改正したというよう

な理解であろうというふうに私は思っていたので

すが、そのとおりかということをちょっと確認の

意味を込めてご質問させていただきます。よろし

くお願いいたします。 

〇福祉課長（枝村 潤君） ６番、庄議員のご質

問に答弁させていただきます。 

 ただいま庄議員お話のありました法令に準拠し

た形ということで、提案理由でもご説明させてい

ただいております行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律、そこ

にこのたび地方公共団体のシステムの標準化に伴

ってご説明申し上げています住登外者宛名情報と

いう機能が追加されたことによりまして、法律で

はその事務を行う場合には条例に規定しなければ

ならないということになってございますので、お

っしゃるとおりの見解でこのような改正を行った

ものでございます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 質問させて

いただきます。 

 この条例案なのですけれども、これ解釈という

か、要約すると利便性を理由に管理範囲を広げて

運用の自由度を拡張した改正というふうに私は見

たのですけれども、この認識でよろしいかどうか。

もう一度言います。利便性を理由に管理範囲と運

用の自由度を拡張した改正という認識でよいかと

いうのが１問目です。 

 次です。これ読むと規則、規則、規則、規則と

あるのですけれども、文中にある規則は何でしょ

うか。これ中身はどういうものなのでしょうか。

ちょっとお示しいただきたい。 

 それで、この規則というのは後から変更できる

ものなのかという、中身が分からない、調べたの

ですけれども、出てこないということなので、ち

ょっとブラックボックス化しているのかなという

ところが１つあります。これ変更のたびに、規則

を変更するたびに議会の承認は通すのでしょう

か。これもちょっとお答えいただきたい。 

 それと、規則で動かす構造で条例で枠を拡張し

ているように見えます。なので、大枠条例で固め

て細かいところは自分たちの規則で回していくと

いうふうに見えてしまうのですけれども、この認

識で合っているかどうかお答えいただきたいとい

うのと、次、付番についてです。これ固有の番号

を付番、条例の一番最初、４条の４です。固有の

番号を付番し、管理するものをいうというふうに

あるのですが、これは内部管理の番号でしょうか、

それとも余市町内だけで管理する番号なのか、そ

れとも個人番号とはまた違う番号だと思うのです

けれども、結局実質的に一元化狙っているのかな

なんて思うのです。個人番号と内部番号が混在し

て管理されると思われるのですが、実質的にこれ

は一元管理になってしまうのではないのかという

のが疑問です。 
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 それと、個人番号、マイナンバーです。マイナ

ンバーは使える範囲が結構厳しいのです。制限さ

れて厳しいから、内部処理で独自の番号で管理す

ればこういった法律の制限というものを抜けられ

て管理できるのかというふうに私は見れたのです

けれども、これに関してもお答えいただきたい。

よろしくお願いします。 

〇福祉課長（枝村 潤君） 13番、ジャストミー

トあたる議員からのご質問に答弁申し上げます。 

 質問が多岐にわたりまして、答弁漏れがありま

したらご容赦いただきたいのですが、まず条例案、

利便性を広げるようだということでのお話でござ

います。今回のご提案につきましては、提案説明

でもご説明させていただいておりますが、システ

ムの標準化が行われたと、そこに住登外者宛名情

報という部分が共通の機能として実装されており

ます。そこで、そういった部分、町民といいます

か、番号で管理することによりまして、要するに

管理されている方たちの手続の部分では簡素化が

望めるかという部分で、その付番を利用した共通

の管理を役場庁舎内での管理ということで取扱い

させていただくものでございます。 

 あとまた、規則という部分でございますが、こ

の条例の施行規則が既に公布されておりまして、

おっしゃるとおり条例で大枠という部分で、規則

にはその事務の詳細、その取扱いについて規定し

ているものでございまして、規則につきましては

この条例公布されて施行後に規則改正も同時に行

っていくような予定でございますし、その改正に

つきましては議会の議決等は必要ないものと考え

ております。 

 番号の付番なのですけれども、先ほども答弁さ

せていただいておりますが、内部管理の番号でご

ざいまして、余市町役場内の管理する番号でござ

います。 

 また、マイナンバーの部分もございましたが、

このマイナンバーの取扱いについては法律にのっ

とった取扱いで運用しているものでございますの

で、ご理解賜りたいと存じます。 

（「議事進行」の声あり） 

〇13番（ジャストミートあたる君） 規則で動か

す構造で条例で枠を拡張しているように見えるに

対して明確な答えがなかったように思われますと

いうのと、あと一つ、個人番号と内部番号が混在

して管理して実質的一元化なのかということにも

ちょっと明確な答えがなかったと思いますが、再

度お答えいただきたい。 

〇福祉課長（枝村 潤君） 13番、ジャストミー

トあたる議員の答弁漏れございまして申し訳ござ

いません。条例で大枠、規則で詳細というような

お話がありまして、先ほども若干触れさせていた

だいておりますが、条例に規定する部分には法律

に基づいた運用といいますか、条例に規定しなけ

ればならないという形で条例改正をこのたび提案

させていただいておりまして、その事務の内容に

ついては施行規則で詳細といいますか、その事務

について規定しているものでございます。 

 番号について一元管理という部分でのお話ござ

いましたが、これはシステムの標準化によって役

場庁舎内での一元管理という形で取り扱う番号で

ございますので、ご理解賜りたいと存じます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） ありがとう

ございます。システム改良、簡素化ということで

お答えいただきました。先ほど規則で動かすこと

になるように私は受け取ったのですが、この規則

というのはいつでも余市町の庁舎の中で変えるこ

とができる、つまり私たち議員の監視が届かない

ように見えるのですよね、規則がころころ変えら

れると。やっぱりこれをある程度固めて私たちに

示さないといけないと私は思われます。これに関

しては答弁結構です。 

 内部番号についてなのですが、内部番号という

のはいろいろな自治体で平準化と先ほどおっしゃ

ったと思うのですけれども、余市町内で管理され
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ている番号というのはほかの自治体でも同じよう

な番号で使われるのでしょうか、それとも余市町

内だけなのでしょうかというのが再質問です。例

えばこれ余市町外で住民票なくても余市町の行政

に関わる人にもつけるということだったのです

が、マイナンバーを拒否している方いらっしゃる

のです。個人番号が嫌だと。そういう人たちに対

しても強制的に番号を付番するように思えるので

すが、そこのところいかがでしょうか、お答えく

ださい。 

〇福祉課長（枝村 潤君） 13番、ジャストミー

トあたる議員からの再度のご質問に答弁させてい

ただきます。 

 ただいま内部番号、これは提案説明では標準化、

システムの標準化という形でお話しさせていただ

いております。町外との連携といいますか、そう

いった部分はただいまご提案しています住登外者

宛名番号という部分では町外には該当してこない

もので、町外ともし仮に連携等が必要な場合はマ

イナンバーを使うことになるかと存じます。 

 また、住登外者につける、先ほどマイナンバー

を持っていないようなニュアンスでお話ありまし

たけれども、この提案につきましては、これまで

も従前事務の中では住登外者宛名番号という部分

は役場の事務の中では付番しております。その管

理が今回のシステムの標準化というもので共通の

認識を持つという形でありますので、このたび条

例提案させていただいておりますので、強制とい

うようなお話ありましたけれども、管理上住登外

者宛名情報という部分は付番するものでございま

すので、ご理解賜りたいと存じます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 町内のみ、

つまり余市町内のみで使われるために付番すると

いう答弁だったと思いますが、これ既に付番され

ているもの、結局これ実質的に一元管理になるの

ではないかと私はやっぱり思ってしまうのです。

つまりもう既に付番されているものと個人番号

で、対外的には、他の自治体と連携取るときは個

人番号、余市町内は内部番号、これとの連携は今

どういうふうに取っているのでしょうか。最後に

答弁よろしくお願いします。 

〇福祉課長（枝村 潤君） 13番、ジャストミー

トあたる議員からの再度のご質問に答弁させてい

ただきます。 

 一元管理と議員おっしゃっておりますが、まさ

に一元管理というか、この住登外者宛名情報の番

号というのは管理して行いますし、それはマイナ

ンバーとは別な番号ということで認識いただきた

いと存じますので、ご理解賜りたいと存じます。 

〇議長（藤野博三君） 他に質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 では、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。本案につきましては、会議

規則第38条第３項の規定により委員会の付託を省

略いたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２号については委員会の付託を

省略することに決しました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第２号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２号 余市町行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報

の提供に関する条例の一部を改正する条例案は、

原案のとおり可決されました。 

                              



 

－14－ 

 

〇議長（藤野博三君） 次に、さきに議会運営委

員会の委員長から報告がありましたように、日程

第５、議案第３号 余市町税条例の一部を改正す

る条例案、日程第６、議案第４号 余市町都市計

画税条例の一部を改正する条例の一部を改正する

条例案、以上２件を一括議題とすることにご異議

ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、日程第５及び日程第６を一括議題とい

たします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〇税務課長（照井芳明君） ただいま上程されま

した議案第３号 余市町税条例の一部を改正する

条例案につきまして、その提案理由をご説明申し

上げます。 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法

律第２号）、地方税法施行令等の一部を改正する

政令（令和８年政令第83号）並びに地方税法施行

規則及び地方税法施行規則の一部を改正する等の

省令の一部を改正する省令（令和８年総務省令第

44号）、地方税法施行規則の一部を改正する省令

（令和８年総務省令第45号）、地方税法施行規則

の一部を改正する省令（令和８年総務省令第46号）

及び地方税法施行規則の一部を改正する省令（令

和８年総務省令第47号）が令和８年３月31日にそ

れぞれ公布され、原則として同年４月１日から施

行されることにより、本町税条例におきましても

所要の改正を行うものでございます。 

 改正の主な内容について申し上げます。個人住

民税につきましては、住宅借入金等特別税額控除

適用期限の延長等を行うものであります。 

 次に、固定資産税につきまして、令和９年度分

より免税点の見直しを行い、家屋に係る免税点を

現行20万円から30万円に、償却資産に係る免税点

を現行150万円から180万円にそれぞれ引き上げる

改正でございます。 

 次に、軽自動車税につきましては、環境性能割

を令和８年３月31日に廃止され、軽自動車税種別

割を軽自動車税に改める改正でございます。 

 以下、議案を朗読し、ご説明申し上げます。 

 議案第３号 余市町税条例の一部を改正する条

例案。 

 余市町税条例の一部を改正する条例を次のとお

り制定する。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開き願います。余市町税条例の

一部を改正する条例。 

 余市町税条例（昭和37年余市町条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

 第18条の３中「種別割」を「軽自動車税」に改

める。 

 第19条中「、第81条の６第１項」を削り、同条

第２号及び第３号中「第81条の６第１項の申告

書、」を削る。 

 第33条第３項中「以下この項及び次項並びに」

を「次項及び」に改め、「。）」の次に「（同号

ロに掲げるものを除く。以下この項において同

じ。）」を加える。 

 第34条の７第２項中「附則第５条の６第２項」

を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める。 

 第36条の２第１項ただし書中「及び第36条の３

の３第１項」を「並びに第36条の３の３第１項及

び第２項第４号」に改める。 

 第36条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除

く。次条第１項第２号において同じ。）（」に改

め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条

第５項中「次条第４項」を「次条第５項」に改め

る。 

 第36条の３の３第１項を次のように改める。 

 次に掲げる者（以下この条において「公的年金

等受給者」という。）は、公的年金等支払者（所

得税法第203条の６第１項に規定する申告書の提

出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等
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（以下この項において「公的年金等」という。）

の支払者をいう。以下この条において同じ。）か

ら毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところにより、次項各

号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年

金等支払者を経由して、町長に提出しなければな

らない。 

 （１） 所得税法第203条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならな

い者 

 （２） 法の施行地において公的年金等（所得

税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除

く。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げ

る者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者

（合計所得金額が900万円以下であるものに限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。）をいう。

次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当

等（第53条の２に規定する退職手当等に限る。以

下この号において同じ。）に係る所得を有する者

に限る。）又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は

控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得

を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手

当等に係る所得を有する者であって、合計所得金

額が85万円以下であるものに限る。）を有する者 

 （３） 法の施行地において公的年金等（所得

税法第203条の７の規定の適用を受けるものに限

る。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げ

る者（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金

等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受

けるべき日の前日の現況において令第48条の９の

７の３に定める金額に満たない者を除く。）であ

って、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する

者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢16歳未

満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは

特定親族（合計所得金額が85万円以下であるもの

に限る。）を有する者 

 第36条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」

に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「第

48条の９の７の３」を「第48条の９の８」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項

とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法

第317条の３の３第１項の規定による申告書に」を

「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第

317条の３の３第１項の規定による申告書を提出

する」を「同条第１項の規定による申告書を提出

する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１

項の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次

に掲げる事項とする。 

 （１） 公的年金等支払者の名称 

 （２） 公的年金等受給者が、法第314条の２第

１項第６号に規定する特別障害者又はその他の障

害者に該当する場合にはその旨及びその該当する

事実並びに寡婦又はひとり親に該当する場合には

その旨 

 （３） 特定配偶者の氏名 

 （４） 扶養親族又は特定親族の氏名 

 （５） その他施行規則で定める事項 

 第63条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、

「、家屋にあっては20万円」を削り、「150万円」

を「180万円」に改める。 

 第80条第１項を次のように改める。 

 軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有者

に課する。 

 第80条第２項を削り、同条第３項中「種別割」

を「軽自動車税」に、「、第１項」を「、前項」

に、「その使用者に」を「当該軽自動車等の使用

者に軽自動車税を」に改め、同項ただし書中「こ

れを課さない」を「この限りでない」に改め、同

項を同条第２項とする。 

 第81条第１項を次のよう改める。 

 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自

動車等の所有権を留保している場合には、買主を
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軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課

する。 

 第81条第２項中「３輪以上の軽自動車の取得者

又は」を削り、同条第３項及び第４項を削る。 

 第81条の３から第81条の８までを削る。 

 第82条（見出しを含む。）中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 

 第83条（見出しを含む。）中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 

 第85条（見出しを含む。）中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 

 第87条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」

に改め、同条第１項中「種別割」を「軽自動車税」

に、「第33号の４の２様式」を「第33号の４様式」

に改め、同条第２項及び第３項中「第33号の４の

２様式」を「第33号の４様式」に改める。 

 第88条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」

に改める。 

 第89条（見出しを含む。）中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 

 第90条の見出し並びに同条第１項、第２項、第

４項及び第５項中「種別割」を「軽自動車税」に

改める。 

 第91条第２項中「第80条第３項ただし書」を「第

80条第２項ただし書」に、「種別割」を「軽自動

車税」に改め、同条第７項中「種別割」を「軽自

動車税」に改める。 

 附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」

に改める。 

 附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。 

 附則第７条の３の２に見出しとして「（個人の

町民税の住宅借入金等特別税額控除）」を付し、

同条第１項中「令和20年度」を「令和25年度」に、

「居住年が平成11年から平成18年まで又は」を「同

法第41条第１項に規定する居住年が」に、「令和

７年」を「令和12年」に、「において、前条第１

項の規定の適用を受けないときは」を「には」に、

「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の

４第５項」に改め、同条第２項中「附則第７条の

３の２第１項」を「附則第７条の３第１項」に改

め、同条を附則第７条の３とする。 

 附則第７条の４中「又は附則第20条第１項」を

「、附則第19条の３第１項又は附則第20条第１項」

に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の

６第３項又は第４項」に改める。 

 附則第８条第１項中「令和９年度」を「令和12年

度」に改め、同条第２項中「、附則第７条の３の

２第１項」を削る。 

 附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の

次に「（法附則第７条の３第３項又は第４項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。）」

を加える。 

 附則第10条の２第３項中「附則第15条第14項」

を「附則第15条第13項」に改め、同条第４項中「附

則第15条第21項」を「附則第15条第20項」に改め、

同条第５項中「附則第15条第22項第１号」を「附

則第15条第21項第１号」に改め、同条第６項中「附

則第15条第22項第２号」を「附則第15条第21項第

２号」に改め、同条第７項中「附則第15条第22項

第３号」を「附則第15条第21項第３号」に改め、

同条第８項中「附則第15条第23項第１号」を「附

則第15条第22項第１号」に改め、同条第９項中「附

則第15条第23項第２号」を「附則第15条第22項第

２号」に改め、同条第10項中「附則第15条第25項

第１号イ」を「附則第15条第24項第１号イ」に、

「３分の２」を「２分の１」に改め、同条第11項

中「附則第15条第25項第１号ロ」を「附則第15条

第24項第１号ロ」に、「３分の２」を「２分の１」

に改め、同条第12項中「附則第15条第25項第１号

ハ」を「附則第15条第24項第１号ハ」に、「３分

の２」を「２分の１」に改め、同条第13項中「附

則第15条第25項第１号ニ」を「附則第15条第24項

第１号ニ」に、「３分の２」を「２分の１」に改

め、同条第14項中「附則第15条第25項第２号」を
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「附則第15条第24項第２号」に、「７分の６」を

「５分の３」に改め、同条第15項中「附則第15条

第25項第３号イ」を「附則第15条第24項第３号イ」

に、「４分の３」を「３分の２」に改め、同条第

16項中「附則第15条第25項第３号ロ」を「附則第

15条第24項第３号ロ」に、「４分の３」を「３分

の２」に改め、同条第17項中「附則第15条第25項

第３号ハ」を「附則第15条第24項第４号」に改め、

同条第18項から第20項までを削り、同条第21項中

「附則第15条第28項」を「附則第15条第27項」に

改め、同項を同条第18項とし、同条第22項中「附

則第15条第32項」を「附則第15条第31項」に改め、

同項を同条第19項とし、同条第23項中「附則第15条

第36項」を「附則第15条第35項」に改め、同項を

同条第20項とし、同条第24項中「附則第15条第

37項」を「附則第15条第36項」に改め、同項を同

条第21項とし、同条第25項中「附則第15条第40項」

を「附則第15条第39項」に改め、同項を同条第22項

とし、同条第26項中「附則第15条第41項」を「附

則第15条第40項」に改め、同項を同条第23項とし、

同条中第27項を第24項とし、同条に次の１項を加

える。 

 25 法附則第15条の11第１項に規定する市町村

の条例で定める割合は３分の１とする。 

 附則第10条の３第７項中「附則第12条第16項」

を「附則第12条第17項」に改め、同条第８項中「附

則第12条第19項」を「附則第12条第20項」に改め、

同条第９項第４号中「附則第12条第23項」を「附

則第12条第24項」に改め、同項第６号中「附則第

12条第24項」を「附則第12条第25項」に改め、同

条第10項第５号及び第12項第５号中「附則第12条

第31項」を「附則第12条第32項」に改め、同条第

13項中「附則第12条第19項」を「附則第12条第20項」

に改め、同条第14項中「改修実演芸術公演施設」

を「改修特別特定建築物」に、「高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則

（平成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に

規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂

等の活性化に関する法律（平成24年法律第49号）

第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供

する施設である」を「施行規則附則第７条の２第

１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写

し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律（平成18年法律第91号）第14条第１

項に規定する建築物移動等円滑化基準（同条第３

項の条例で付加した事項を含む。）又は同法第17条

第３項第１号に規定する同法第２条第20号に規定

する建築物特定施設の構造及び配置に関する基準

に適合する」に改め、同項第３号を次のように改

める。 

 （３） 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第

379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律第14条第３項の条例で定める同法第２条第18号

に規定する特定建築物を含む。）のいずれに該当

するかの別 

 附則第15条の２から第15条の６までを削る。 

 附則第16条の見出し中「の種別割」を削り、同

条第１項中「法第444条第３項に規定する」を「道

路運送車両法第60条第１項後段の規定による」に、

「から第４項まで」を「及び第３項」に改め、「の

種別割」を削り、同条第２項中「令和４年４月１

日から令和８年３月31日まで」を「令和７年４月

１日から令和10年３月31日まで」に改め、「の種

別割」を削り、同条第３項中「法第446条第１項第

３号」を「同項」に改め、「及び次項」を削り、

「令和４年４月１日」を「令和７年４月１日」に、

「当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度

の翌年度分」を「令和８年度分」に改め、「の種

別割」を削り、同条第４項を削る。 

 附則第16条の２の見出し中「の種別割」を削り、

同条第１項中「の種別割」を削り、「から第４項

まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項及び
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第３項中「の種別割」を削る。 

 附則第16条の３第３項第２号、第16条の４第３

項第２号及び第17条第３項第２号中「、附則第７

条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を

「及び附則第７条の３第１項」に改める。 

 附則第17条の２第１項中「令和８年度」を「令

和11年度」に改め、同条第２項中「令和８年度」

を「令和11年度」に、「附則第34条の２第５項」

を「附則第34条の２第６項」に、「附則第34条の

２第10項」を「附則第34条の２第12項」に改め、

同条に次の１項を加える。 

 ４ 第１項（第２項において準用する場合を含

む。）の場合において、所得割の納税義務者が租

税特別措置法第31条の２第２項第13号から第15号

までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをした

ときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡を

した時において地すべり等防止法（昭和33年法律

第30号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾

斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

44年法律第57号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）

第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都

市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第

56条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、

当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定す

る優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当しないものとみな

す。 

 附則第18条第５項第２号及び第19条第２項第２

号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の

３の２第１項」を「及び附則第７条の３第１項」

に改める。 

 附則第19条の２の次に次の１条を加える。 

 （特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の

町民税の課税の特例） 

 第19条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に租税特別措置法第38条の２第１項に規定

する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合

には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得につい

ては、第33条第１項及び第２項並びに第34条の３

の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中

の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所

得の金額として令附則第18条の６の４で定めると

ころにより計算した金額（以下この項において「特

定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）

に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金

額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項

第１号の規定により読み替えて適用される第34条

の２の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）をいう。）の100分の３に相当する金額に相

当する町民税の所得割を課する。 

 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

 （１） 第34条の２の規定の適用については、

同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額、

附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （２） 第34条の６から第34条の８まで、第34条

の９第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の

３第１項の規定の適用については、第34条の６中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則

第19条の３第１項の規定による町民税の所得割の

額」と、第34条の７第１項前段、第34条の８、第

34条の９第１項、附則第７条第１項及び附則第７

条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第19条の３第１項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の７第１項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附

則第19条の３第１項の規定による町民税の所得割

の額の合計額」とする。 

 （３） 第35条の規定の適用については、同条

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は附則第19条の３第１項に規定する
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特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若

しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金

額若しくは附則第19条の３第１項に規定する特定

暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （４） 附則第５条の規定の適用については、

同条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林

所得金額並びに附則第19条の３第１項に規定する

特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条

第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第19条の３第１項の規定による町民税

の所得割の額」とする。 

 附則第20条第２項第２号中「、附則第７条の３

第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び

附則第７条の３第１項」に改める。 

 附則第20条の２第２項第２号及び第５項第２号

並びに第20条の３第２項第２号及び第５項第２号

中「、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１

項」を「及び第７条の３第１項」に改める。 

 附則 

 （施行期日） 

 第１条 この条例は、公布の日から施行し、令

和８年４月１日から適用する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

 （１） 第36条の２第１項ただし書、第36条の

３の２及び第36条の３の３の改正規定並びに附則

第６条の改正規定及び附則第７条の３の２第１項

の改正規定（「令和20年度」を「令和25年度」に

改める部分及び「令和７年」を「令和12年」に改

める部分に限る。）並びに次条第１項及び第２項

の規定 令和９年１月１日 

 （２） 第63条の改正規定及び附則第３条第２

項の規定 令和９年４月１日 

 （３） 第34条の７第２項の改正規定並びに附

則第７条の４の改正規定（「附則第５条の６第２

項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改

める部分に限る。）、附則第９条の２の改正規定

及び附則第17条の２の改正規定（同条第１項及び

第２項中「令和８年度」を「令和11年度」に改め

る部分を除く。）並びに次条第４項の規定 令和

10年１月１日 

 （４） 附則第７条の４の改正規定（前号に掲

げる改正規定を除く。）及び附則第19条の２の次

に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第

５項の規定 金融商品取引法及び資金決済に関す

る法律の一部を改正する法律（令和８年法律第  

号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

 （町民税に関する経過措置） 

 第２条 この条例による改正後の余市町税条例

（以下「新条例」という。）第36条の３の３第１

項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定

の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等に

ついて提出する新条例第36条の３の３第１項の規

定による申告書について適用し、同日前に支払を

受けるべき公的年金等について提出したこの条例

による改正前の余市町条例第36条の３の３第１項

の規定による申告書については、なお従前の例に

よる。 

 ２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の余

市町税条例附則第７条の３第１項及び第２項の規

定は、町民税の所得割の納税義務者が令和８年１

月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律

（令和８年法律第12号。以下この項において「所

得税法等改正法」という。）第７条の規定による

改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）

第41条第１項に規定する居住用家屋（同条第16項

の規定により同条第１項に規定する居住用家屋と

みなされる同条第16項に規定する特例居住用家屋

を含む。）若しくは既存住宅（同条第17項の規定

により同条第１項に規定する既存住宅とみなされ

る同条第17項に規定する特例既存住宅及び同条第

35項の規定により同条第１項に規定する既存住宅

とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住

宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条
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第17項の規定により同条第１項に規定する増改築

等をした家屋とみなされる同条第17項に規定する

特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又

は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同

条第６項に規定する認定住宅等（同条第18項の規

定により同条第６項に規定する認定住宅等とみな

される同条第18項に規定する特例認定住宅等を含

む。）を同条第１項の定めるところによりその者

の居住の用に供する場合について適用し、町民税

の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正

法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第

41条第１項に規定する居住用家屋（同条第20項の

規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみ

なされる同条第20項に規定する特例居住用家屋を

含む。）若しくは既存住宅（同条第35項の規定に

より同条第１項に規定する既存住宅とみなされる

同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）

若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係

る部分に限る。）又は同条第10項に規定する認定

住宅等（同条第21項の規定により同条第10項に規

定する認定住宅等とみなされる同条第21項に規定

する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定

めるところによりその者の居住の用に供した場合

については、なお従前の例による。 

 ３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の余

市町税条例附則第７条の４の規定は、同号に掲げ

る規定の施行の日（以下この項及び第５項におい

て「４号施行日」という。）の属する年度の翌年

度以後の年度分の個人の町民税について適用し、

４号施行日の属する年度分までの個人の町民税に

ついては、なお従前の例による。 

 ４ 新条例附則第17条の２第４項の規定は、町

民税の所得割の納税義務者が前条第３号に掲げる

規定の施行の日以後に行う新条例附則第17条の２

第１項の土地等の譲渡について適用する。 

 ５ 新条例附則第19条の３の規定は、４号施行

日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の町

民税について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

 第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和８年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

７年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

 ２ 新条例第63条の規定は、令和９年度以後の

年度分の固定資産税について適用し、令和８年度

分までの固定資産税については、なお従前の例に

よる。 

 ３ 令和６年４月１日から令和８年３月31日ま

での間に新たに取得された地方税法等の一部を改

正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定

による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号。

次項において「旧法」という。）附則第15条第25項

に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対

して課する固定資産税については、なお従前の例

による。 

 ４ 平成30年４月１日から令和８年３月31日ま

での間に旧法附則第15条の11第１項に規定する利

便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改

修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

 第４条 新条例の規定中軽自動車税に関する部

分は、令和８年度以後の年度分の軽自動車税につ

いて適用する。 

 ２ この条例の施行の日前の３輪以上の軽自動

車の取得に対して課する軽自動車税の環境性能割

については、なお従前の例による。 

 ３ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種

別割については、なお従前の例による。 

 （余市町税条例等の一部を改正する条例の一部

改正） 

 第５条 余市町税条例等の一部を改正する条例

（平成26年余市町条例第７号）の一部を次のよう
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に改正する。 

 附則第６条中「の種別割」を削る。 

 以上、議案第３号につきまして提案理由をご説

明申し上げましたので、よろしくご審議の上、ご

決定賜りますようお願い申し上げます。 

 なお、参考資料といたしまして条例の新旧対照

表を添付してございますので、ご高覧賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 引き続きまして、一括上程されております議案

第４号 余市町都市計画税条例の一部を改正する

条例の一部を改正する条例案につきまして、提案

理由をご説明申し上げます。 

 議案第３号と同様、地方税法等の一部を改正す

る法律等が公布されたことにより、本町都市計画

税条例の一部を改正する条例についても所要の改

正を行うものであります。 

 以下、議案を朗読し、ご説明申し上げます。 

 議案第４号 余市町都市計画税条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例案。 

 余市町都市計画税条例の一部を改正する条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開き願います。余市町都市計画

税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条

例。 

 余市町都市計画税条例の一部を改正する条例

（昭和41年余市町条例第14号）の一部を次のよう

に改正する。 

 附則第３項（見出しを含む。）中「附則第15条

第14項」を「附則第15条第13項」に改める。 

 附則第４項（見出しを含む。）中「附則第15条

第32項」を「附則第15条第31項」に改める。 

 附則第５項（見出しを含む。）中「附則第15条

第36項」を「附則第15条第35項」に改める。 

 附則第６項（見出しを含む。）中「附則第15条

第37項」を「附則第15条第36項」に改める。 

 附則第７項（見出しを含む。）中「附則第15条

第41項」を「附則第15条第40項」に改める。 

 附則第19項を附則第20項とする。 

 附則第18項中「第９項、第13項から第17項まで、

第19項、第20項、第24項、第27項、第31項から第

33項まで、第36項、第37項、第41項若しくは第44項」

を「第８項、第12項から第16項まで、第18項、第

19項、第23項、第26項、第30項から第32項まで、

第35項、第36項、第40項若しくは第43項」に改め、

同項を附則第19項とする。 

 附則第17項中「附則第９項及び第11項」を「附

則第10項及び第12項」に、「附則第９項及び第12項」

を「附則第10項及び附則第13項」に、「附則第10項、

第12項及び第13項」を「附則第11項、第13項及び

第14項」に、「附則第12項から第14項まで」を「附

則第13項から第15項まで」に、「附則第14項」を

「附則第15項」に、「附則第15項」を「附則第16項」

に改め、同項を附則第18項とする。 

 附則第16項中「附則第14項」を「附則第15項」

に改め、同項を附則第17項とする。 

 附則第15項を附則第16項とし、附則第14項を附

則第15項とする。 

 附則第13項中「附則第９項」を「附則第10項」

に改め、同項を附則第14項とする。 

 附則第12項中「附則第９項」を「附則第10項」

に改め、同項を附則第13項とする。 

 附則第11項中「附則第９項」を「附則第10項」

に改め、同項を附則第12項とする。 

 附則第10項を附則第11項とし、附則第９項を附

則第10項とする。 

 附則第８項の見出し中「改修実演芸術公演施設」

を「改修特別特定建築物」に改め、同項中「改修

実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」に、

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行規則（平成18年国土交通省令第

110号）第10条第２項に規定する通知書の写し及び

主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平

成24年法律第49号）第２条第２項に規定する実演
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芸術の公演の用に供する施設である」を「地方税

法施行規則（昭和29年総理府令第23号）附則第７

条の２第１項に規定する補助に係る補助金確定通

知書の写し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第

14条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準

（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又

は同法第17条第３項第１号に規定する同法第２条

第20号に規定する建築物特定施設の構造及び配置

に関する基準に適合する」に改め、同項第３号を

次のように改める。 

 （３） 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第

379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律第14条第３項の条例で定める同法第２条第18号

に規定する特定建築物を含む。）のいずれに該当

するかの別 

 附則第８項を附則第９項とし、附則第７項の次

に次の１項を加える。 

 （法附則第15条の11第１項の条例で定める割合） 

 ８ 法附則第15条の11第１項に規定する市町村

の条例で定める割合は３分の１とする。 

 附則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行し、令和８

年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

 ２ 次項に定めるものを除き、この条例による

改正後の余市町都市計画税条例の一部を改正する

条例の規定は、令和８年度以後の年度分の都市計

画税について適用し、令和７年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。 

 ３ 平成30年４月１日から令和８年３月31日ま

での間に地方税法等の一部を改正する法律（令和

８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和25年法律第226号）附則第15条の11第

１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた

同項に規定する改修実演芸術公演施設に対して課

する都市計画税については、なお従前の例による。 

 以上、議案第４号につきまして提案理由をご説

明申し上げましたので、よろしくご審議の上、ご

決定賜りますようお願い申し上げます。 

 なお、参考資料といたしまして条例の新旧対照

表を添付してございますので、ご高覧賜りますよ

うお願い申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 提案理由の説明が終わり

ました。 

 一括議題の議案２件について、これより質疑を

行います。 

〇６番（庄 巖龍君） 42.195キロを100メートル

走で走ったように大変息切れのするように言っ

て、課長はつらいようです。 

 私は変な癖がございまして、通常国会、またあ

るいは臨時国会が終わった後に今国会ではどんな

法律が通ったか、何本通ったかというのをよく見

るのであって、今回も結構な本数の法案が通りま

して、特に軽自動車税のことについては非常に関

心があったものですから、これ通ったなというこ

とで見ておりました。その中で、先ほど課長のほ

うから説明がございましたとおり、これはあくま

でさきの議案２号と同じように今国会で成立した

法令に従いまして、余市町もそれに照らし合わせ

て条例化したということの認識でよろしいかとい

うふうな確認をしたいと思いまして、そのお答え

をいただきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

〇税務課長（照井芳明君） ６番、庄議員からの

ご質問に答弁させていただきます。 

 議員のおっしゃるとおり、国の法律に基づきま

して今回の軽自動車税に関しても改正をさせてい

ただいているところでございます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 質問させて

いただきます。 
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 軽自動車税の環境性能割の廃止がこれに書かれ

ているのですけれども、廃止に至った経緯という

のを公式にお伺いしたいというのが１点。 

 主な内容、別紙頂いたのですけれども、これに

先ほどのご説明にあった第19条の３、特定暗号資

産に係る譲渡所得等に係る個人の町民税の課税の

特例ということなのですけれども、特定暗号資産

とは何を指すのでしょうか。定義をお示しいただ

きたい。日本国内で扱える暗号資産と海外で扱え

る暗号資産違うわけで、日本人は海外の暗号資産

の取引上、使えないわけなのです。となると、こ

の特定暗号資産というのは日本国内で扱われてい

るものを指すのか、それとも海外も含めるのかと

いうのが、この特定暗号資産というのが酌み取れ

ないので、お示しいただきたい。 

 申告の仕方は、国税には雑所得で納めて、その

後町が処理するのでしょうか。つまり確定申告の

ときにそういった項目が増えて、記入するだけで

あとは町がやってくれるのか、それともこちら側

で２回申告しなければいけないのか、そういった

ところが気になっていますので、そこのところを

よろしくお願いします。 

 これ読んだら実質町民税のみ資産分離課税にな

っているように思われるのです。100分の３が町民

税の所得割を課すると書いてあるので、これ実質

町民税のみ資産分離課税になっているように見え

るので、そこのところも確認したいと思います。 

 それと、３％というのは余市町独自の所得割な

のか、それともこの改正は全国の自治体共通なの

かお示しいただきたい。 

〇税務課長（照井芳明君） 議席番号13番、ジャ

ストミートあたる議員のご質問に対しまして答弁

させていただきます。若干漏れる可能性もありま

すので、そこはご了承いただきまして、またご質

問いただければと思います。 

 まず、質問にありました軽自動車税の廃止の経

過ということでございますけれども、こちらは米

国関税措置の影響を緩和しまして国内自動車市場

の活性化を図るとともに、自動車ユーザーの取得

時における負担軽減、簡素化するために環境性能

割というものを廃止をさせていただいているもの

でございます。 

 次に、暗号資産の定義というものは……先に海

外のものか国内のものかというご質問なのですけ

れども、こちら国内のものということで認識をし

てございます。 

 そして、町民税の100分の３ということのご質問

ですけれども、こちらにつきましては、特定暗号

資産につきましては今までは総合課税という形で

課税されておりまして、こちらは最大で55％、今

回の改正によりまして分離課税というところに変

わりまして、住民税率につきましては５％、その

うち２％が北海道、町としましては、こちらの条

例にも記載されておりますとおり、100分の３、３

％ということで認識をしてございます。 

 確定申告のものでございますけれども、こちら

につきまして国税のほうの確定申告、こちらのほ

うで申告をいただければこちらのほうにも申告の

状況については通知されてきますので、それにお

いて課税をさせていただくというふうに認識をし

てございます。 

（「議事進行」の声あり） 

〇13番（ジャストミートあたる君） ３％という

のは余市独自か、その改正は全国の自治体で共通

かというところが抜けていたと思います。 

 それと、町民税のみ分離課税かの質問のところ

のパーセンテージのところ、ちょっとごにょごに

ょと聞こえづらかったので、改めてそこのところ

は聞き直したいと思います。ちょっと聞こえづら

かったです。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員のご質問に答弁させていただきま

す。 

 答弁漏れございまして、聞きづらいところござ
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いまして申し訳ございませんでした。こちらの余

市町の100分の３、３％につきましては、これは全

国的、一律ということでございます。 

 今回の改正内容としまして、先ほども申し上げ

ましたが、分離課税の部分につきまして住民税率、

こちらが５％という形になってございます。その

中で北海道は２％、町民税につきましては先ほど

も申し上げましたとおり３％ということになって

ございますので、ご理解いただきたいと思います。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 軽自動車税

の環境性能割なのですが、この廃止は自動車業界

の活性化ということですけれども、ずばりこれ環

境性能、軽自動車買うときにかかる環境性能割が

なくなって、実質減税と言い切ってしまっていい

のでしょうか。ここもお答えいただきたい。活性

化と言っていますが、制度がよく見たら複雑なの

ですね、環境性能割。その割に効果が小さいとい

うふうに私は見ておりますが、予算書、決算書見

ても環境性能割400万円から500万円ぐらいの歳入

となっており、手間と比べれば歳入が少ないのが、

それも込みなのかなというところと、あとインフ

ラ、軽は生活インフラで、地方においては、北海

道においてはどんどん、どんどん鉄路がなくなっ

ていく中、購入時負担軽減の意味も込みでこうい

ったことがなくなったのかな、イコールこれ活性

化と取るのかどうかというところの見解、インフ

ラ対策というところがあるのか、それとも制度が

複雑で、割に効果が小さいというふうに私は見て

いるのですが、その点に関してもちょっと見解を

いただきたい。 

 暗号資産の町民税５％なのですけれども、これ

総合課税だったときは住民税10％持っていかれる

のですけれども、分離課税になって５％になった

とおっしゃるのですけれども、これ実質５％の減

税になるのでしょうか、ちょっとそこら辺も改め

て確認したいと思います。よろしくお願いします。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員のご質問に答弁申し上げます。 

 まず、軽自動車税の関係なのですけれども、こ

ちらにつきましては今までの環境性能割の部分の

税金、本当は減収になっているということで認識

してございます。こちらにつきましては、地方税

の減収分につきましては国の責任において手当て

をされるということで伺ってございます。 

 また、暗号資産の５％につきましては、もとも

と先ほども申し上げましたとおり総合課税のとき

には最大で55％、その内訳としましては所得割で

５から45％の累進課税で、住民税率については

10％という形の最大で55％ということになってご

ざいます。今回の改正によりましては、申告の分

離課税といたしまして所得税率として15％、そし

て住民税率で５％という形で課税されることにな

ってございますので、ご理解いただきたいと思い

ます。 

（「議事進行」の声あり） 

〇13番（ジャストミートあたる君） 実質これは

減税になるのかどうかという、暗号通貨の部分は

実質減税かどうかという質問だったのですけれど

も、そこのところをもう一度お願いします。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員の再度のご質問に答弁申し上げま

す。 

 回答漏れてしまいまして大変申し訳ございませ

んでした。実質的にはやはり減税ということで認

識してございますので、ご理解いただきたいと思

います。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 今回の余市

町税条例の改正というのは見た感じ全体的に減税

方向でまとめられているのかなと思われますが、

全体的に見て減税なのか、それともそういったと

ころは減税もあれば増税もあるのかというとこ

ろ、全体的でちょっと、町民にはこの改正が福祉

の向上となるかどうかの見解をお示しいただきた

い。 
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（「議事進行」の声あり） 

〇６番（庄 巖龍君） 質疑中でございますけれ

ども、税条例の改定の話でございまして、税の改

定であって、それが税が減るからといって減税だ

とか、あるいは税が増えるから増税だとか、そう

いった言葉尻で言うのはいかがなものかと思いま

す。その辺につきましては、答弁方につきまして

は、先ほどからも照井税務課長おっしゃっている

とおり、税制の改正ということで上げていますの

で、これは国会でもそのような形で通っておりま

すので、このような形で慎重にご答弁のほうをし

ていただくように議長にはお取り計らいお願いの

ほど申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 照井税務課長に申し上げ

ます。 

 法律が改定による税の改正でありますので、そ

れに沿った答弁をお願いしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員の再度のご質問に答弁させていただ

きたいと思います。 

 今回の条例改正によりまして課税者、町民に対

しての所得割の控除が増えるという形になってご

ざいますので、町民に対しては有利な感じになる

のではないかというふうに認識してございます。 

〇議長（藤野博三君） 他に質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 では、これにて質疑を終結いたします。 

 まず、議案第３号についてお諮りいたします。

本案につきましては、会議規則第38条第３項の規

定により委員会の付託を省略いたしたいと思いま

す。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第３号については委員会の付託を

省略することに決しました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第３号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第３号 余市町税条例の一部を改

正する条例案は、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第４号についてお諮りいたします。

本案につきましては、会議規則第38条第３項の規

定により委員会の付託を省略いたしたいと思いま

す。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第４号については委員会の付託を

省略することに決しました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第４号 余市町都市計画税条例の

一部を改正する条例の一部を改正する条例案は、

原案のとおり可決されました。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第７、議案第５号 余

市町税外諸収入金の徴収に関する条例の一部を改

正する条例案を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〇税務課長（照井芳明君） ただいま上程されま

した議案第５号 余市町税外諸収入金の徴収に関

する条例の一部を改正する条例案につきまして、

提案理由をご説明申し上げます。 
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 このたびの一部改正につきましては、地方税法

における公示送達の手続の改正が令和８年５月

21日より施行され、インターネットを利用する方

法により閲覧できる状態にするとともに、掲示場

への掲示または事務所に設置した電子計算機の映

像面に表示したものを閲覧することができる状態

にする方法により実施されることとなるため、本

町税外諸収入金につきましても同様に所要の改正

を行うものでございます。 

 以下、議案を朗読し、ご説明いたします。 

 議案第５号 余市町税外諸収入金の徴収に関す

る条例の一部を改正する条例案。 

 余市町税外諸収入金の徴収に関する条例の一部

を改正する条例を次のとおり制定する。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開き願います。余市町税外諸収

入金の徴収に関する条例の一部を改正する条例。 

 余市町税外諸収入金の徴収に関する条例（昭和

37年余市町条例第19号）の一部を次のように改正

する。 

 第７条中「、その者」を「その者」に、「書類

の要旨を公告し、公告の初日から７日を経過した

ときは、書類の送達があったものとみなす。」を

「その送達に代えて公示送達をすることができ

る。」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ２ 前項の公示送達は、余市町税条例の例によ

り行うものとし、公示送達に係る措置を開始した

日から起算して７日を経過したときは、書類の送

達があったものとみなす。 

 附則 

 この条例は、令和８年５月21日から施行する。 

 以上、議案第５号につきまして提案理由をご説

明申し上げましたので、よろしくご審議の上、ご

決定賜りますようお願い申し上げます。 

 なお、参考資料として条例の新旧対照表を添付

してございますので、ご高覧賜りますようお願い

申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 提案理由の説明が終わり

ました。 

 これより質疑を行います。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 今説明伺っ

たときに電算機の映像というのがちょっと聞こえ

てきたのですけれども、これ先ほど議案第１号の

ときと同じような条件で公示送達されるというこ

とでよろしいのでしょうか。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員のご質問について答弁申し上げま

す。 

 先ほど議案第１号にもありましたとおり、議案

第５号の税外諸収入金の徴収に関する条例につき

ましても同様の取扱いとさせていただきたいと考

えてございます。 

〇13番（ジャストミートあたる君） ということ

は、先ほどあったように掲示場か電子計算機の併

用というのはなく、どちらかのみということにな

るのでしょうか。 

〇税務課長（照井芳明君） 13番、ジャストミー

トあたる議員のご質問に答弁させていただきたい

と思います。 

 先ほどの繰り返しにもなるのですけれども、議

案第１号と同じような取扱いをさせていただきた

いというふうに考えてございますので、ご理解い

ただきたいと思います。 

〇議長（藤野博三君） 他に質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。本案につきましては、会議

規則第38条第３項の規定により委員会の付託を省

略いたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第５号については委員会の付託を

省略することに決しました。 
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 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第５号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することにご異議あり

ませんか。 

（「異議あり」の声あり） 

 異議がありますので、これより起立により採決

いたします。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の議員

の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第５号 余市町税外諸収入金の徴

収に関する条例の一部を改正する条例案は、原案

のとおり可決されました。 

                              

〇議長（藤野博三君） 日程第８、議案第６号 余

市町固定資産評価員の選任につき同意を求めるこ

とについてを議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 

〇町長（齊藤啓輔君） ただいま上程されました

議案第６号 余市町固定資産評価員の選任につき

同意を求めることについて、提案理由をご説明申

し上げます。 

 ご案内のとおり、本町４月１日付の人事異動の

発令に伴いまして固定資産評価員につきましても

異動が生じましたので、地方税法第404条第２項の

規定に基づき、本臨時会において選任同意の提案

を申し上げる次第でございます。 

 地方税法第404条第２項には、市町村長が当該市

町村の議会の同意を得て選任すると規定されてお

りますことから、議員各位のお手元に配付いたし

ております照井芳明を固定資産評価員としてご同

意いただきたく、提案申し上げる次第でございま

す。 

 それでは、お手元に配付してございます議案を

朗読申し上げます。 

 議案第６号 余市町固定資産評価員の選任につ

き同意を求めることについて。 

 余市町固定資産評価員に次の者を選任したいの

で、地方税法第404条第２項の規定により議会の同

意を求める。 

 令和８年４月22日提出、余市町長、齊藤啓輔。 

 次のページをお開きください。記、住所、余市

郡余市町黒川町16丁目11番地３。氏名、照井芳明。

生年月日、昭和43年10月24日生まれ。 

 以上、議案第６号につきまして提案理由をご説

明申し上げましたので、よろしくご審議の上、ご

同意賜りますようお願い申し上げます。 

〇議長（藤野博三君） 提案理由の説明が終わり

ました。 

 これより質疑を行います。 

〇13番（ジャストミートあたる君） 評価員の選

任についてなのですけれども、これどのような経

緯でこの方を選任したのかお伺いしたいと思いま

す。 

〇総務部長（髙田幸樹君） 13番、ジャストミー

トあたる議員からのご質問に私のほうから答弁さ

せていただきたく存じます。 

 余市町固定資産評価員につきましては、先ほど

も申し上げましたとおり４月１日付人事異動にお

きまして税務課長が異動になったのに関わりまし

て、今回選任のご同意をご提案申し上げる次第で

ございます。まず、税務課長自体が充て職のよう

に固定資産評価員ということで選任同意を求める

ものでございますので、ご理解をお願いしたいと

思います。 

〇議長（藤野博三君） 他に質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 では、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。本案につきましては、会議

規則第38条第３項の規定により委員会の付託を省

略いたしたいと思います。これにご異議ありませ
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んか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第６号については委員会の付託を

省略することに決しました。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第６号を採決いたします。 

 本案は、原案のとおり同意することにご異議あ

りませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議案第６号 余市町固定資産評価員の

選任につき同意を求めることについては、原案の

とおり同意可決されました。 

                              

〇議長（藤野博三君） 以上で本日の日程は全て

終了いたしました。 

 よって、会議を閉じます。 

 これをもって令和８年余市町議会第２回臨時会

を閉会いたします。 

閉 会 午前１１時５９分 
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